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　2015年 9月公認心理師法が成立した．2017年 5
月頃に新しい公認心理師カリキュラムが公開され
る．経過措置期間の国家試験が実施される前には
現任者講習会が予定されていて，2018年夏以降に
第 1回の国家試験が実施され，最初の公認心理師
が誕生する．

　1984年頃から精神科病院の不祥事が大きな社
会問題となった．WHOは日本に視察団を送り精
神医療の改善について勧告を行ったが，その中に
精神科医療現場にコメディカルの配置を進めると
いう文言があった．1987年，精神衛生法が改正さ
れ精神保健法が成立した．その法律付帯決議「精
神科ソーシャル・ワーカー等の専門家の養成とそ
の制度化などマンパワーの充実に努めること」を
受け，1990年 2月から 1994年 6月，「臨床心理技
術者業務資格制度検討会」が設けられた．さらに
1995年の精神保健法改正時の法律付帯決議に「精
神保健におけるチーム医療を確立するため，精神
科ソーシャル・ワーカー及び臨床心理技術者の国
家資格制度の創設について検討を進め，速やかに
結論を得ること」と資格化を進めるよう明記され
た．1996年，精神科ソーシャル・ワーカー及び臨
床心理技術者の業務及び資格化に関する研究班が
立ち上がり，1997年，精神保健福祉士法が成立し

た．臨床心理技術者については，厚生科学研究「臨
床心理技術者の資格のあり方に関する研究」が数
年にわたって続けられたが，「医師の指示」の文言
に対して，医師の支配によって心理職の主体的専
門性が損なわれるという一部心理団体の曲解から
合意に至ることができなかった．2002年の報告書
において「医療保健心理士」として資格制度を創
設する方向を検討することになった．
　2005年 1月，主として基礎系の心理団体と医療
団体が中心となって医療心理師国家資格制度推進
協議会（推進協）が発足，2月に「医療心理師法
（仮称）を実現する議員の会」が発足した．一方，
日本臨床心理士会を中心として，3月に臨床心理
職国家資格推進連絡協議会（推進連）が発足，同
月「臨床心理職の国家資格化を通じて国民の心の
ケアの充実を目指す議員懇談会」が発足した．7
月両資格法を合体した「臨床心理士及び医療心理
師法案（二資格一法案）」が提示されたが，日本精
神科病院協会（日精協）は反対を表明，多くの医
療団体も反対に回り法案は頓挫した．名称独占の
資格のため医療の領域に両資格が併存する可能性
があり，現場の混乱を招くおそれがあるというの
が主たる反対理由であった．
　二資格一法案が頓挫後，心理職の国家資格化に
ついての議論は停滞していた．しかしながら，日
精協では，少なくとも医療分野における心理職は
必要であると認識していた．精神科では医師，看
護師だけでなく，作業療法士，精神保健福祉士な
ども参加した多職種チームで治療にあたるいわゆ
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るチーム医療が定着してきた．チーム医療の定着
とともに，心理職は精神医療の発展に欠かせない
役割を担っており，今日の精神医療が生物学的精
神医学に強く傾斜している状況において，治療の
バランスを考えると心理職の役割が一層重要とな
ると考えられるからである3）．
　資格化にあたっては最大の心理団体である臨床
心理士会との意思疎通が心理団体の総意を形成す
るためには是が非でも必要なことであった．日精
協では著者が心理職問題の担当となり，臨床心理
士会，心理臨床学会など臨床系の心理団体との水
面下での話し合いを行った．また，推進協に推進
連との話し合いを促し，ようやく両者の交渉再開
にこぎつけた．2009年 2月，推進連，推進協，日
本心理学諸学会連合（日心連）の三者の会合，「三
団体会談」が正式に発足した．
　心理団体の動きを受け，精神科七者懇談会は
「心理職の国家資格化問題委員会」を設置，著者も
委員として参加した2）．2011年 10月，三団体要望
書が公開された．2013年 2月，七者懇総会で「心
理職の国家資格に関する見解」が承認され医療団
体の総意で資格化を推進することが決定した．国
会議員への働きかけも活発化し，2012年 9月には
民主党，自由民主党，公明党による超党派議員連
盟が立ち上がったが，同年12月の民主党政権崩壊
により超党派議連も消滅した．2013年 6月，自民
党「心理職の国家資格化を推進する議員連盟」が
立ち上げられ，2014年 4月に公認心理師法案が七
者懇に提示された．同年 6月，公認心理師法案は
国会に上程された．しかし，同年 12月国会解散の
ためいったん廃案となったが，2015年 7月再上程
され，同年 9月公認心理師法が成立した4）．精神
保健法成立からは20数年，著者が資格問題にかか
わるようになって実に 10年の歳月が経っていた．

　法成立の時に心理団体の一部から，「医師の指
示」の書き込みがあることを問題視して法案への
反対があった．20年前の検討会の議論をそのまま

持ち込んだような形であるが，当時の検討会では
業務独占の資格として議論されていた．今回は名
称独占の資格であるので，医療法上は公認心理師
が医療行為を行う場合には業務独占資格の医師・
看護師などと共同でしか行えないことになる．し
かしながら，名称独占の資格にもかかわらず「医
師の指示」が書き込まれたことで，公認心理師が
医師の指示で単独で業務を行える可能性が出てき
た．心理療法（精神療法），心理判定などは公認心
理師の重要な仕事であるが，法的にも公認心理師
の業務として位置づけられることを期待したい．
　「医師の指示」については，七者懇は医療の領域
に限定して要望していたが，公認心理師法では領
域を限定していない．法制上，「医師の指示」の領
域を限定することはできないということであっ
た．法運用上は，医師その他の関係者との連携を
とることを義務づけたことで問題はないと考えら
れる．

　医療は大きく変わりつつある．その 1つはチー
ム医療の定着である．チーム医療では，「多職種協
働」という考え方が導入された．目的を明確にし，
各職種の専門性を発揮してチームで患者に対処す
る．医療安全委員会，院内感染防止対策委員会，
褥瘡対策委員会，栄養サポートチームなどであ
る．これらのチーム活動は診療報酬で評価される
ようになり着実に成果を上げている．
　医療現場で働くコメディカルは増加の一途であ
る．精神科病院でも作業療法士，精神保健福祉士
ともに 7,900名を超えている5）．精神科領域で心理
職の参加が診療報酬上で認められているのは，集
団療法，生活技能訓練（SST），デイケアである．
　精神科医は根拠に基づく医療（EBM）の普及と
ともに身体医学的アプローチで手がいっぱいにな
りつつある．薬物療法に対する関心が高まる一
方，心理社会的アプローチはコメディカルに任せ
きりという状況もみられるようになった．チーム
で活動するのが最も苦手な職種が精神科医という

Ⅱ．�「医師の指示」について
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ことはよくみられることである．一方，心理職も
これまで面接室内での治療に終始し，どちらかと
いうとチーム活動には消極的であった．精神科医
と同様にチームプレーを苦手とする心理職が多い
ように見受けられる．精神医療の質の向上を図る
という観点から公認心理師に求められることは，
患者とのコミュニケーションだけでなく，患者に
かかわる職員同士のコミュニケーションも大切に
してチーム活動に積極的にかかわることである．
心理学の専門家としての腕の見せ所となる．チー
ム医療は公認心理師の大きな活動の場の 1つであ
る．

　近年，精神科では外来医療のウェイトが増大し
た．精神科クリニックが増え精神医療の垣根が低
くなったことで，受診する患者層も変わり疾患が
多様化している．うつ病・ストレス関連疾患，薬
物・アルコール依存症，認知症の増加などであ
る．パーソナリティ障害，双極Ⅱ型障害や，発達
障害などの新しい概念は治療に大きな影響を及ぼ
している．そして疾患の多様化は心理社会的アプ
ローチの必要度を高めている．これから公認心理
師に心理療法（精神療法）の依頼が増え，治療効
果を求められることになる．多様な疾患に対する
心理社会的アプローチの研究も今後の課題である．
　精神科病院では当然のことながら精神病状態の
患者を対象とすることが多い．精神病状態の患者
では急性期，回復期，慢性期で対応が変わってく
る．病状に応じた細かな対応が求められる．また，
個人面接よりもチームアプローチが重視される．
これらは医療の現場で学びながら習熟するしかな
い．
　この拙文が掲載される頃にはカリキュラム検討
会が終了しているはずである．これまで心理職の
教育は大学・大学院教育ともにいわゆる文系に属
し，医学教育はやや軽視されてきた．また，公認
心理師は汎用性の資格となっていて，カリキュラ
ムで多くの領域の学習が要求される．多くの時間

を医学に配分することは困難であろう．しかし，
公認心理師カリキュラムに医学・精神医学教育を
充実させ，医療機関での現場実習を積極的に取り
入れて患者の要望に応えられるようにすることは
社会の強い要請であると考えられる．さらに，医
療機関には無資格者を採用して自院で養成するよ
うな余裕はなくなっているので，公認心理師はほ
とんどが大学院卒となると考えられる．大学院課
程での医療機関の現場実習は欠かせず，一定時間
義務づける必要がある．
　欧米諸国では心理職が専門心理職となるには 5
年間程度の臨床研修を行うことを要求してい
る1）．今後は，公認心理師の卒後研修と専門公認
心理師制度の創設が重要な課題となる．

　公認心理師の診療報酬上での評価が医療への参
入を大きく左右する．ドイツは日本，韓国と同じ
ように国民皆保険制度を導入している数少ない国
の 1つであるが，1998年に心理療法士として国家
資格となり，今や精神科医師数の約 3倍に増え精
神科医の仕事を補完するまでになった．国家資格
化され保険診療が可能となったことでドイツの精
神医療は大きく変わっている．ドイツの心理療法
士は業務独占の資格であるので心理療法士は医療
機関として開業することができる1）．公認心理師
は名称独占の資格なので医療機関としての開業権
がない．必然的に公認心理師は医療機関で勤務
し，その業務は心理療法，心理テスト，チーム医
療のメンバーとしての活動となる．
　公認心理師法による最初の国家試験は 2018年
夏以降となる．その後数年間は経過措置期間とな
る予定で，現在心理職として働いている人は経過
措置期間中に受験し公認心理師となることができ
る．精神保健福祉士法施行時の状況を考えると経
過措置の間は新たな診療報酬加算は難しいであろ
う．「臨床心理技術者」として集団療法，生活技能
訓練，デイケアなどチーム医療として認められて
いる治療法が公認心理師と読み替えられることか

Ⅳ．�医療現場での課題

Ⅴ．�診療報酬上の評価
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ら始まり，医師にのみ認められている心理テス
ト，心理療法（精神療法）のうちいくつかを公認
心理師に認めていくという流れとなるであろう．
　精神科の診療報酬で認められている心理療法
（精神療法）は，通院精神療法，入院精神療法，標
準型精神分析療法，認知行動療法である．そのほ
か全科で認められているものに心身医学療法があ
る．自立訓練法，カウンセリング，認知療法・認
知行動療法，催眠療法，バイオフィードバック療
法，交流分析，ゲシュタルト療法，生体エネル
ギー療法，森田療法，絶食療法，簡易型精神分析
療法，一般心理療法とあらゆる心理療法が含まれ
ているが点数は低い．海外でも一定の評価を受け
ている認知行動療法，簡便型精神分析療法のよう
に治療効果が期待される一定の心理療法に限って
認められていくのではないかと考えられる．

　公認心理師が国家資格となった．10年後には 1

万人以上の公認心理師が医療の領域で活躍してい
るはずである．この機に多くの優秀な人材が公認
心理師をめざし，医療分野に進出して医療の質の
向上に寄与してほしいと切に願っている．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．
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